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１．本会の目的

2
★ご意見・評価を踏まえて、
流域編入及びこれに付随する整備事業の方針を検討いたします。

• 城陽市東部丘陵地の開発に伴い、市町境まで下水道区域が拡大する計画が具体化
し、隣接する宇治田原町との流域下水道接続が合理的に行える状況に進展

• 「京都府水環境構想2022」の基本方針に基づく施策の実施内容として、「宇治田
原町の流域編入の可能性の検討」を位置づけており、これまで検討・各種調整を
進めてきた

背 景

• 施設整備内容の妥当性（事業の実現性、最適なルート選定など）の検討
• 流域編入による影響（京都府全体の費用削減効果・流域下水道事業投資計画への影
響）を今後の水量見込み、施設整備計画に基づき、試算・検討を実施

検討の概要

下記事項について、経営的な観点で審議・評価いただくもの。
• 流域編入の有効性
• 流域下水道事業への影響評価の妥当性

本会の目的
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２．木津川流域下水道の概要

木津川流域下水道
洛南浄化センター

流域市町 京都･宇治･城陽･八幡･京田辺･木津川 6市
久御山･井手 2町

処理面積 5,614 ha （R5年度末）
処理人口 370,469 人 （R5年度末）
処理能力水量 175,200 m3/日 （日最大） （A～E1系列）
実績流入水量 132,940 m3/日 （晴天日最大） （R5年度）
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城陽市東部丘陵地
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２．木津川流域下水道の概要 【管内および近隣地区の主な開発計画】

城陽市
東部丘陵地整備計画

京田辺市
けいはんな学研都市関連開発

宇治市
産業戦略地区開発
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【安田町地区】

用途：物流施設、
製造業の集積拠点

開発面積：約20ha

＜城陽市東部丘陵地整備計画＞
【長池地区※、青谷地区※、中間エリア】

※先行整備エリア

用途：大型商業施設、
物流施設など

開発面積：約200ha
～三菱地所㈱ 提供資料～

＜京田辺市
けいはんな学研都市関連開発＞

【南田辺西地区】

用途：フードテック関連
企業の集積拠点

開発面積：約48ha
～京都府文化学術研究都市推進課 提供資料～

青谷地区開発イメージ

～宇治市上下水道部 提供資料～

＜宇治市産業戦略地区開発＞

地区計画区域
地区整備計画区域

地区
施設

道路
公共空地（歩道等）
公園（雨水貯留浸透施設）

国道２４号

R7年度の事業計画変更で
追加予定

R7年度の事業計画変更で
追加予定

既存事業計画エリア内

N



令和６年度 木津川流域下水道（洛南浄化センター）建設事業計画図

新
電気棟

新
分配槽

E1

多目的広場

E2

放流渠

導水渠

既設

改築・更新
新設・増設

２．木津川流域下水道の概要 【実施中の主な施設整備事業】

導水渠

急ろ放流渠

E系増設関連工事
急速ろ過施設工事（放流渠、機械・電気）（3池分）
R4～R6

消化ガス発電設備更新工事（機械・電気・土木）
R5～R7

自家発電機設備増設工事
R6～R8

第1ポンプ棟受変電設備更新工事
R4～R6

E系増設関連工事
導水渠工事（初沈）
R6～R7
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【宇治田原町の状況について】
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３．流域編入にかかる事業の概要

• 町では、H12年度から単独公共下水道で汚水を処理しており、人口減少等による水需要の減
少・施設の老朽化による更新期の到来等に伴い、下水道経営が厳しい状況

• 町は、今後の下水道経営について検討した結果を踏まえ、京都府に対して木津川流域下水道へ
の編入を要望

• 府の試算では、宇治田原町が単独公共下水道を維持するよりも、木津川流域下水道へ編入する
方が、国・府・市町の建設費及び維持管理費の合計が安価となる見込み

＜宇治田原町公共下水道の概要＞※R5年度時点
• 処理人口：７，７２３人
• 処理面積：３０８ha
• 計画処理水量：３，９００m３／日
• 実績処理水量：１，８６１m３／日

＜木津川流域下水道の概要＞※R5年度時点
• 処理人口：３７０，４６９人
• 処理面積：５，６１４ha
• 計画処理水量：１７５，２００m３／日
• 実績処理水量：１３２，９４０m３／日

宇治田原町における今後の下水道経営再検討結果
 建設費（更新費含む）、維持管理費を試算し、トータルの年間費用を比較した
結果、広域化した方が将来的に経済的メリットが大きい。

 使用料収入と財政収支の比較検討を行った結果、広域化した方が将来の経済的
メリットが大きい。

※町終末処理場を廃止し中継ポンプ場を京都府に移管することで、施設の工事費、
運転管理が不要となり、町の負担が軽減される。

府試算（30年間(R7～R36)の国・府・市町の事業費ベースの建設費・維持管理費合計）
宇治田原町流域編入７４億円 ＜ 町単独公共下水道維持８９億円



【京都府における
広域化の取り組みについて】

7

３．流域編入にかかる事業の概要

〇城陽市東部丘陵地の開発に伴い、市町境まで下水道区域が拡大する計画が具体化し、隣接する宇治田
原町との流域下水道接続が合理的に行える状況に進展

〇京都府では、令和４年度に「京都府水環境構想２０２２」を策定。ここで掲げた３つの基本方針の１
つである「汚水処理事業の持続・成長（持続可能な事業運営）」に基づく施策の「広域化・共同化の
推進」において、宇治田原町の流域編入の可能性検討を位置付け、これまで検討を進めてきた。

これまでの経緯
（検討部会※・勉強会※・市町検討業務など）
※各会議の位置づけ
 「検討部会」は、流域市町の部長級の会議である流域下水道幹事会の分科会であり、流

域下水道幹事会で流域編入の合意形成を得るために担当課長・係長の協議を行うもの
 「勉強会」は、検討部会を行うために事務担当者レベルで情報の共有や議論を行うもの
 両会議とも、京都府・流域構成市町・宇治田原町で開催

＜Ｒ３年度＞
• 宇治田原町にて、公共下水道広域化検討業務を実施

＜Ｒ４年度＞
• 勉強会の開催 （第１回：R4.10.4 第２回：R5.3.28）

＜Ｒ５年度＞
• 検討部会の開催（R5.7.4）
• 管渠の整備ルートを決定するため、宇治田原町及び城陽市にて、広域化
幹線検討業務を実施

＜Ｒ６年度＞
• 検討部会の開催（R6.10.2）
→一定の理解が得られており、合意形成が得られる見込み

水環境構想２０２２の基本方針

基本方針Ⅱ：快適な生活環境と水環境の向上
（未復旧解消、公共用水域の向上）

基本方針Ⅲ：安心・安全の確保
（災害対策）

※基本方針Ⅱ、Ⅲの施策と取組の記載は省略

基本方針Ⅰ：汚水処理事業の持続・成長
（持続可能な事業運営） 宇治田原町の流域編入の

検討を位置付け



先行整備
長池地区

新名神高速道路

（都）東部丘陵線
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３．流域編入にかかる事業の概要 【流域編入にかかる施設整備】
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○工事内容 管渠敷設 延長：6.5km
うち 圧送 （φ300） 1.6km

自然流下（φ450～700） 4.9km

ポンプ場改築
ポンプ設備改築 φ200×2.3m3/min×3基

○事業費※ 管渠敷設 40.9億円
ポンプ場改築 4.1億円
測量設計等 2.0億円 合計 47.0億円

○事業
スケジュール
（予定）

令和６年度 流域構成市町との合意形成
令和７年度法手続き※、条例改正等
令和８年度事業着手
※都市計画法に基づく都市計画決定・事業計画変更
の申請（→認可）、および下水道法に基づく事業
計画変更の届出（→受理）



【関連市町との合意形成について】
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３．流域編入にかかる事業の概要

〇検討部会により、宇治田原町公共下水道の流域編入について議論
〇検討部会での議論の主題
①流域構成市町がこれまで負担した建設費用の清算
②流域編入に伴う流域構成市町の負担の見通し

〇流域下水道連絡協議会幹事会において関連市町から理解が得られており、今後、本会を経て、
覚書を締結し合意形成を得る見込み

流域編入の流れ（予定）

流域連絡協議会（検討部会）
（幹事会）

経営審議会（投資部会）

流域連絡協議会（幹事会）

法手続き
下水道法 （事業計画変更の届出）
都市計画法 （都市計画決定の変更告示

業計画変更の認可申請 ）

国費補助

事業着手

建設費用の清算

構成市町負担の見通し

府負担 市町負担

取
得
時
点
の

資
産
価
値

減
価
償
却
・

除
却

残
存
価
値

残存価値のうち、宇治田原町が
加入していれば計画水量に応じ
て負担したと想定される金額

⇓
清算額

流域編入に必要な施設
整備費用に関する負担

各種負担金の負担分散
• 建設負担金：構成市町の計画値（水量・排水
面積等）で建設改良費に基づく負担を按分

• 維持管理負担金：構成市町の排出水量の実績
で維持管理費用に基づく負担を按分

負担減 ＞ 負担増
事業効果

R7

R8～



４．流域編入による影響①－１

○単独公共下水道維持の場合と比較して維持管理コストや町終末処理場等の改築
更新の費用を削減でき、負担が軽減
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宇治田原町の負担軽減効果△４．１億円［30年間(R7～R36)で試算］

（※）宇治田原町R17接続で試算 国費除く
建設費・改築更新費・流域下水道建設負担金金利は企業債元利償還金（年利２％）で試算

【宇治田原町の負担軽減】

宇治田原町が
単独公共下水道を維持した場合の負担額 改築更新費 維持管理費 合計

町処理場・ポンプ場 13.7億円 23.6億円 37.3億円

宇治田原町が流域編入した場合の負担額建設費・改築更新費・撤去費 維持管理費 合計
町処理場・ポンプ場 4.3億円 7.9億円 12.2億円
流域下水道維持管理負担金 7.6億円 7.6億円
流域下水道建設負担金（流域編入工事） 9.4億円 9.4億円
流域下水道建設負担金（浄化ｾﾝﾀｰ等） 4.0億円 4.0億円

合計 17.7億円 15.5億円 33.2億円

差引 △4.1億円



４．流域編入による影響①－２
○管渠を宇治田原町と共同使用することで、単独で整備するよりも管渠整備コスト
が減少し負担が軽減
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（※）城陽市東部丘陵地R13接続で試算 国費除く
建設費・流域下水道建設負担金金利は企業債元利償還金（年利２％）で試算
宇治田原町が単独公共下水道を維持した場合は、城陽市施工で東部丘陵地までの幹線管渠を整備することを想定
（浄化槽での対応も考えられるが、環境面も考慮して流域下水道に接続する場合で試算）

【城陽市の負担軽減】

宇治田原町が流域編入した場合の負担額 建設費 維持管理費 合計
流域下水道維持管理負担金 10.4億円 10.4億円
流域下水道建設負担金（流域編入工事） 3.2億円 3.2億円
幹線管渠への接続管渠整備 2.1億円 2.1億円

合計 5.3億円 10.4億円 15.7億円

城陽市の負担軽減効果△１６．７億円 ［30年間(R7～R36)で試算］

宇治田原町が
単独公共下水道を維持した場合の負担額 建設費 維持管理費 合計

流域下水道維持管理負担金 10.4億円 10.4億円
幹線管渠の整備・維持管理 19.0億円 0.9億円 19.9億円
幹線管渠への接続管渠整備 2.1億円 2.1億円

合計 21.1億円 11.3億円 32.4億円

差引 △16.7億円



４．流域編入による影響①－３
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○流域編入によって維持管理費や資本費の負担が生じるものの、宇治田原町・城
陽市からの流入水量増加による維持管理負担金（収入）の増が上回ることから、
負担軽減につながる。

（※） 城陽市を除く流域市町で試算
建設負担金金利・資本費は企業債元利償還金（年利２％）で試算

【流域市町の費用面の影響】

流域市町の負担額 建設費・改築更新費 維持管理費 合計
宇治田原町・城陽市からの流入水量増
加による維持管理負担金(収入)の増 △14.5億円 △14.5億円
流入水量増加による下水処理費用(動力
費・汚泥処分費等)の増 ＋5.5億円 ＋5.5億円
幹線管渠整備による負担
(整備費に係る資本費・維持管理費) ＋3.1億円 ＋3.0億円 ＋6.1億円

宇治田原町負担による建設負担金の減 △3.2億円 △3.2億円

合計 △0.1億円 △6.0億円 △6.1億円

流域市町の負担軽減効果 △６．１億円［30年間(R7～R36)で試算］



【投資計画への反映】
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５．流域編入による影響②－１
〇 最新の投資計画（令和6年3月の投資部会時点）に令和６年度の実績反映および流域編入にかかる
施設整備費用を追加

〇 これにより令和８年度以降の必要額が経営戦略で定めた投資予定額（８２億円／年）を超過
〇 事業実施計画の調整による投資計画の平準化が必要
⇒ 補正予算確保による事業実施の前倒しや、整備計画の変更により事業実施を平準化し、

事業費が82億円程度となるよう調整

令和８から１６年度まで流域編入にかかる施設整備の公共投資資
測量設計等 ：２億円程度
管渠・中継ポンプ場整備 ：４～６億円／年程度

422 

2,643 2,386 
1,547 885 415 153 0 0 0 

2,067 

1,559 1,907 
1,944 

4,977 
4,566 4,727 4,890 

7,237 7,297 

4,178 
1,743 1,251 

1,010 

2,329 
3,256 3,303 3,314 

802 750 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

R03 R04 R05 R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12
422 

2,643 2,386 
1,547 885 415 153 0 0 0 

2,067 

1,559 1,907 
1,944 

4,977 
4,566 4,727 4,890 

7,237 7,297 

4,178 
1,743 1,251 

1,010 

2,329 3,456 3,836 3,926 

1,379 1,243 

R03 R04 R05 R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12

経営戦略（令和6年3月）の投資計画 流域編入の施設整備費用を
反映した投資計画（平準化前）

82億円

施設増設 改築・耐震 雨水対策

国補正
要望中

82億円



 最新の年ごとの水量推計に基づき、能力増強が
必要な
池数・改築が必要な時期を精査

 急速ろ過施設の既存躯体を活用して能力増強す
るため、改築後の施設と既存施設を同時に運転
可能

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13以降

10池（C,PM,PE）

8池（C,PM,PE）

「流入水量の動向」、
「水処理運転の状況」などを
踏まえて、着手時期を今後判断

急速ろ過施設
能力増強工事①

急速ろ過施設
能力増強工事②

幹線管渠整備・中継ポンプ場改築
流域編入にかかる
施設整備

追
加

調

整

【投資の平準化と他事業への影響の検証】
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５．流域編入による影響②－２
〇 木津川流域下水道における流入水量の増加に対応するために必要な施設整備を精査
〇 事業実施計画の見直しにより、流域下水道全体の投資計画を平準化
⇒ 既存経営戦略における「府・市町の投資計画」に影響を与えない

急速ろ過施設能力増強事業の実施計画の見直し
工事①完了後の
処理能力

（千m3／d）
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【宇治田原町】
公共下水道接続【城陽市】東部丘陵地

中間エリア接続事業計画：171千m３/日
全体計画：189千m３/日

洛南浄化センターの流入水量【推計】（千m3／日）

☆すべてのろ過池を能力増強しなくとも、
水量増加に対して処理水質を落とさずに
対応可能

 ８池の能力増強（＋２池の水路化）は年ごとの水量推計を踏まえ
て整備工程を見直し、事業費を平準化

 残るろ過池の着手時期は、流入水量の推移や今後の水処理施設の
状況により後年度に判断

 改築時期・機能停止時期が遅れる設備（急速ろ過設備・揚水ポン
プなど）については、綿密なメンテナンスにより機能保全を行う
ことで問題なく運用可能

能力増強
上向流移床型 107

既存
下降流固定床 65

計 172



経済性 環境負荷 その他

国 国費支援額の
軽減

温室効果ガス排出量の削減
 集約処理によるスケールメリットが作用
 下水道エネルギーの回収（消化ガス発

電、汚泥肥料化など）

施策との合致（施策による課題解決に寄与）
 脱炭素化／資源・エネルギー利用
 広域化・共同化の推進

京都府 －
公共用水域の衛生環境の向上

 淀川水系における二次処理水の排出量が
減少し、高度処理水の排出量が増加

施策との合致（施策による課題解決に寄与）
 脱炭素化／資源・エネルギー利用
 広域化共同化の推進

（府内市町村の下水道事業の持続性確保を支援）

宇治
田原町

下水道事業費の
低減

公共用水域の衛生環境の向上
 二次処理水での放流がなくなる

下水道事業の持続性向上
 処理場の運営がなくなり、施設管理上のリスクが低減
 管理施設の大幅な減少、これに伴う施設運営に要する

事業の減少により、職員が減少しても事業継続が可能

流域
構成
市町

建設改良費・
施設運営費の
費用負担の軽減

－ －

城陽市 下水道事業費の
低減 －

施策との合致（施策による課題解決に寄与）
 東部丘陵地開発の推進

６．流域編入のメリット

15

〇 経済性のメリットだけではなく、環境負荷の低減や脱炭素化の推進など複数のメリットが
見込まれる
⇒ 流域編入を実施する意義は高い



16

７．まとめ

〇 流域編入により汚水処理範囲が広域化され、流域構成市
町・宇治田原町それぞれで経済的なメリットが見込まれる

〇 流域編入にかかる施設整備を既往投資計画に追加しても、
既存経営戦略の「府・市町の投資計画」に影響を与えない

〇 経済的なメリットのほか、環境負荷の低減や脱炭素社会
の推進など複数のメリットが見込まれ、実施する意義は高い


